
◎金融サービスの利用者の利便の向上及び保護を図るための金融

商品の販売等に関する法律等の一部を改正する法律 
（令和二年六月一二日法律第五〇号）   

一、提案理由（令和二年五月一九日・衆議院財務金融委員会） 

○麻生国務大臣 ただいま議題となりました金融サービスの利用者の利便の向上及び保

護を図るための金融商品の販売等に関する法律等の一部を改正する法律案につきまして、

提案の理由及びその内容を御説明させていただきます。 

 金融サービスの利用者の利便の向上及び保護を図るとともに、金融分野のデジタライ

ゼーションに対応することが、喫緊の課題となっております。このような状況を踏まえ、

本法律案を提出した次第であります。 

 以下、この法律案の内容につきまして、御説明申し上げます。 

 第一に、金融商品の販売等に関する法律の題名を金融サービスの提供に関する法律に

改めるとともに、多様な金融サービスを利用者にワンストップで提供する金融サービス

仲介業を創設し、登録制を導入するほか所要の行為規制等を整備することといたしてお

ります。 

 第二に、資金移動業に、第一種資金移動業、第二種資金移動業、第三種資金移動業の

種別を設け、第一種資金移動業に認可制を導入するなど、資金の移動の額に応じた規制

等を整備することといたしております。 

 その他、関連する規定の整備等を行うことといたしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願いを申し上げます。 

二、衆議院財務金融委員長報告（令和二年五月二八日） 

○田中良生君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財務金融委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、金融サービスの利用者の利便の向上及び保護を図るため、多様な金融サービ

スを利用者にワンストップで提供する登録制の金融サービス仲介業を創設し、所要の規

制等について定めるとともに、資金移動業に三つの種別を設け、第一種資金移動業に認

可制を導入するなど、資金の移動の額に応じた規制等を整備するものであります。 

 本案は、去る五月十八日当委員会に付託され、翌十九日麻生国務大臣から提案理由の

説明を聴取し、二十七日、質疑を行い、質疑を終局いたしました。次いで、討論を行い、

採決いたしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決し

ました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年五月二七日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 



一 近年の情報通信技術の発展に伴う金融仲介及び資金決済の実態等を踏まえ、利用者

保護等の観点から、実効性のある金融検査・監督を実施すること。その際、優秀な人

材の確保と職員の専門性の向上を図るとともに、必要な定員の確保及び機構の体制整

備に努めること。 

二 技術革新による金融サービスの急速な変化に対応し、適切な規制体系を構築する観

点から、行政当局による必要に応じた監督権限の行使を可能とする法令に基づく規制

と、環境変化に応じて柔軟かつ機動的な対応を行い得る自主規制団体が策定する自主

規制の連携を十分に図るよう努めること。また、法令適用事前確認手続においては、

利用者の利便の向上に資するよう、その適切な運用に努めること。 

三 利用者の利便の向上及び保護のため、オンラインによる金融サービスの仲介と既存

の仲介業者を含む実店舗における対面によるサービスの提供との間の競争や両者の特

性の違いを活かしたサービスの提供が適切に行われるよう配慮し、既存の業態の店舗

網や雇用が過度に失われることがないように留意すること。 

四 金融サービス仲介業者における手数料水準については、適切な競争が働くよう積極

的な開示を促すとともに、利用者が仲介業者の中立性を適切に判断できるよう、金融

機関との委託関係・資本関係の有無などの情報の開示に努め、利用者が不利益を被る

ことがないようにすること。 

五 金融サービス仲介業が取り扱う業務に対しては、銀行・証券・保険・貸金など諸々

の金融商品の仲介に定められる顧客保護等に関する業法規制を準用し、既存の金融業

及び金融仲介業との間における同等の扱いを確立すること。また、金融サービス仲介

業の事業内容の実態に応じたものとなるよう、情報通信技術の発展に伴い、規制の在

り方について適時適切に検討を加え、その結果に基づき必要な措置を講ずること。 

六 金融機関と金融サービス仲介業者との間の顧客説明における役割分担においては、

オンラインによる仲介においても、顧客が十分に金融商品・サービスを理解すること

が可能となるよう、利用者保護の観点から適切に指導・監督すること。 

七 金融サービス仲介業の取扱い可能な金融商品・サービス及びその金額の上限につい

ては、金融商品へのアクセス向上などの利便性と顧客が負うリスクのバランスを十分

に考慮し定めること。その際、当初は日常生活に定着しているなど高度な説明を要せ

ず、顧客に分かりやすい金融商品・サービスに限定し、国民の金融リテラシー及び技

術進捗など環境の変化に応じて段階的に拡大していく観点から検討を加え、その結果

に基づき、必要な措置を講ずること。 

八 金融サービス仲介業者のオンラインによる仲介においても、顧客の意向が十分に満

たされるよう、適合性原則の遵守及び顧客本位の業務運営が徹底され、顧客が想定外

の損失を被ることがないよう適切な指導・監督を行うこと。 

九 金融サービス仲介業の利用による金融商品の契約締結等に際して発生した紛争につ

いて、所属制を前提とした現行制度と比べて利用者保護に不足が生じることがないよ



う、金融ＡＤＲ制度を早期に整備し、その周知徹底及び事例の公表に努めること。 

十 金融サービス仲介業者の顧客に対する賠償資力となる保証金供託額の水準を定める

に当たっては、イノベーションの促進による利用者利便の向上を考慮しつつも、顧客

保護の観点に十分に配慮するように努めること。 

十一 顧客情報の取扱いに係る規制については、金融サービス仲介業が仲介業務を通じ

て取得する顧客情報の幅広さを念頭に、仲介業者の情報管理体制に対する適切な指

導・監督を行うこと。また、顧客情報の第三者への提供に当たって必要とされる本人

の同意については、顧客がその内容を十分に理解し、顧客の真意が適切に反映される

よう指導・監督を行うこと。 

十二 収納代行については、継続して実態把握に努め、利用者保護の観点から制度整備

や規制の在り方について、引き続き検討を行うこと。また、改正資金決済法第二条の

二の要件に該当しない場合であっても、為替取引に該当するときには、資金移動業の

登録が必要となることを周知すること。 

十三 前払式支払手段発行者に対する利用者の保護等に関する措置を定めるに当たって

は、サービスの提供実態や利用状況を把握して、利用者保護が十分に図られるように

するとともに、自主規制ルールの策定状況を十分に踏まえつつ、適切な指導・監督を

行うこと。 

十四 少額与信を伴うキャッシュレス決済の普及により多重債務問題が生じないよう、

その実態把握に努めるとともに、過剰与信の制度的な防止の観点から、貸金業法等の

運用の充実を図り、適切な指導・監督を行うこと。 

十五 送金サービスの利用者資金の保全方法については、事業の運用状況を踏まえて利

用者保護の観点や金融システムの安定性の確保の観点からさらなる検討を進めるとと

もに、可能な限り送金コストの低下を図るため、取扱送金額及びビジネスモデルに応

じた最適な方法を業界団体と連携しながら引き続き検討すること。 

十六 第一種資金移動業において、送金上限額が設けられていないことに鑑み、マネ

ー・ローンダリング及びテロ資金供与対策規制の遵守態勢については、海外送金コス

トの低下という利用者の利便の向上に配慮しつつ、実効的な指導・監督体制の整備を

行うこと。 

十七 この法律の施行に関し措置した政令等について、国会に対し十分説明すること。

また、附則第二十八条に検討条項があることを踏まえ、改正後の各法律の施行状況を

十分に把握し、国会への説明責任を果たすこと。 

三、参議院財政金融委員長報告（令和二年六月五日） 

○田中良生君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財務金融委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、金融サービスの利用者の利便の向上及び保護を図るため、多様な金融サービ

スを利用者にワンストップで提供する登録制の金融サービス仲介業を創設し、所要の規



制等について定めるとともに、資金移動業に三つの種別を設け、第一種資金移動業に認

可制を導入するなど、資金の移動の額に応じた規制等を整備するものであります。 

 本案は、去る五月十八日当委員会に付託され、翌十九日麻生国務大臣から提案理由の

説明を聴取し、二十七日、質疑を行い、質疑を終局いたしました。次いで、討論を行い、

採決いたしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決し

ました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和二年六月四日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 本法律の施行に当たっては、情報通信技術の発展や多種多様な利用者ニーズなど金

融を取り巻く環境が今後も変化していくことを踏まえ、法制度の在り方について引き

続き検討を加え、適時適切な見直しを行うこと。その際、利用者の保護を十分に図る

とともに、我が国の金融機能の安定と市場の公正が確保されるよう留意すること。 

二 金融サービス仲介業の取扱い可能な金融商品・サービスについては、金融商品への

アクセス向上などの利便性と顧客が負うリスクのバランスを十分に考慮して定めるこ

と。その際、当初は日常生活に定着しているなど高度な説明を要せず、顧客に分かり

やすい金融商品・サービスに限定し、国民の金融リテラシー及び技術進展など環境の

変化に応じて検討を加え、必要な措置を講ずること。 

三 金融サービス仲介業者の賠償資力となる保証金の額を定めるに当たっては、イノベ

ーションの促進による利用者の利便の向上を考慮しつつも、顧客等の保護の観点に十

分に配慮すること。 

四 金融サービス仲介業者における手数料等については、適切な競争が働くよう積極的

な開示を促すとともに、利用者が仲介業者の中立性を適切に判断できるよう、金融機

関との委託関係・資本関係の有無などの情報開示に努め、利用者が不利益を被ること

がないようにすること。 

五 金融サービス仲介業務に係る重要な事項の顧客に対する説明については、対面及び

オンラインのいずれによる仲介においても、顧客が十分に金融商品・サービスを理解

することが可能となるよう、利用者保護の観点から適切に指導・監督すること。 

六 金融サービス仲介業務においては、対面及びオンラインのいずれによる場合にも、

適合性原則の遵守及び顧客本位の業務運営の徹底により、顧客の意向が十分に満たさ

れ、顧客が想定外の損失を被ることがないよう適切な指導・監督を行うこと。 

七 顧客情報の取扱いについては、金融サービス仲介業務を通じて取得する顧客情報が

広範にわたることも踏まえ、仲介業者の情報管理体制に対する適切な指導・監督を行

うこと。また、顧客情報の第三者への提供の際に必要とされる本人の同意については、

顧客がその内容を十分に理解し、顧客の真意が適切に反映されるよう指導・監督を行



うこと。 

八 金融サービス仲介業が取り扱う業務に対しては、顧客保護等に関する現行の業法規

制を準用し、既存の金融業及び金融仲介業との間における同等の扱いを確立すること。 

九 金融サービス仲介業に対する適切な規制体系を構築する観点から、法令に基づく規

制と柔軟かつ機動的な対応を行い得る自主規制との連携を十分に図るよう努めること。

その際、今後設立される自主規制機関への加入に向けた取組についても十分配慮する

こと。 

十 金融サービス仲介業の利用により発生した紛争の迅速・簡便・柔軟な解決に向け、

現行制度と比べて利用者保護に不足が生じることがないよう、自主規制機関や指定紛

争解決機関による解決制度の今後の周知徹底及び事例の公表に努めること。 

十一 オンラインによる金融サービスの提供と実店舗における対面によるサービスの提

供との間の競争や両者の特性の違いをいかしたサービスの提供が適切に行われるよう

配慮し、既存の業態の店舗網や雇用が過度に失われることがないように留意すること。 

十二 収納代行については、今後も継続してその実態把握に努め、利用者保護の観点か

ら制度整備の在り方について、引き続き検討を行うこと。また、為替取引として規制

される対象範囲の明確化を図り、事業者の予見可能性を高めるよう配意するとともに、

為替取引に該当するときには、資金移動業の登録が必要となることを周知すること。 

十三 前払式支払手段発行者に対する利用者の保護等に関する措置を定めるに当たって

は、サービスの提供実態や利用状況を把握して、利用者保護が十分に図られるように

するとともに、自主規制ルールの策定状況を十分に踏まえつつ、適切な指導・監督を

行うこと。 

十四 第一種資金移動業については、送金上限額が設けられていないことに鑑み、マネ

ー・ローンダリング及びテロ資金供与対策規制の遵守態勢の確立に向けた実効的な指

導・監督体制の整備を行うこと。 

  また、第三種資金移動業については、利用者のニーズと利用者保護を考慮した送金

上限額を設定するとともに、利用者資金を自己の財産と分別した預貯金等で管理する

資金移動業者に対しては、業者の破綻時の利用者保護を踏まえた必要な対策・措置を

講ずること。 

十五 送金サービスの利用者資金の保全に係るタイムラグが指摘されていることに鑑み、

その保全方法については、事業の運用状況を踏まえて利用者保護及び金融システムの

安定性確保の観点から更なる検討を進めるとともに、可能な限り送金コストの低減を

図るため、取扱送金額及びビジネスモデルに応じた最適な方法を引き続き検討するこ

と。その際、手続の電子化・効率化など、事業者の負担軽減にも十分配慮すること。 

十六 本法律の施行に関し措置した政令等や本法律施行後の状況等については、国会に

対して十分説明すること。 

十七 金融サービスの高度化・多様化を踏まえ、金融機関等におけるセキュリティ向上



を図るためのシステム等について、その開発・導入が促進されるよう必要な措置を講

ずること。 

十八 少額与信を伴うキャッシュレス決済の普及により多重債務問題が生じないよう、

その実態把握に努めるとともに、過剰与信の制度的な防止の観点から、貸金業法等の

関係法制の厳正な運用を図り、適切な指導・監督を行うこと。 

十九 実効性のある金融検査・監督の実施に向けて、地域において金融サービス仲介業

者等の検査及び監督を主に担当する財務局も含め、優秀な人材の確保と職員の専門性

の向上を図るとともに、必要な定員の確保及び機構の体制整備に努めること。 

  右決議する。 

 


